別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農業振興費
	事業名:農地利用支援事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農業振興課　就農支援担当　電話番号：058-272-1111（内2670）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11415@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：55,000千円（前年度予算額：60,183千円）

　【国の事業廃止に伴い要求取り止め】
	事業内容


	１　事業の内容


各市町村段階で設置される農地利用集積円滑化団体（農地の貸借を仲介する組織）が農地所有者の委任を受け、代理者となって農地を担い手に貸し付ける取組等を支援し、担い手への農地集積を進めます。
（１）農地利用調整活動支援事業（補助率：国10/10）
・担い手への農地集積の実績に応じた助成金（20,000円/10ａ）及び農地利用調整の推進員の設置費を交付します。
（２）農地引受支援事業（補助率：国10/10）
・集積された農地での小規模な基盤整備費や利用権の設定を受けた特定農業法人の農業資材の購入経費を助成します。
（３）市町村活動推進事業（補助率：国10/10）
・市町村の農地利用集積円滑化事業の推進経費を助成します。
	２　所要経費


（１）農地利用調整活動支援事業　42,000千円
実績助成金　40,000千円（20,000円/10ａ×200ha）
推進員設置費　2,000千円（500千円/1団体×4団体）
（２）農地引受支援事業　10,000千円
資材購入費等支援　8,000千円（2,000千円/1法人×4法人）
小規模整備支援　2,000千円（1,000千円/1地区×2地区）
（３）市町村活動推進事業　3,000千円（150千円×20市町村）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅳ　美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり 
１　森・川・海をつなぐ清流とふるさとの自然を守る 

・認定農業者等の担い手を育成し、農地の利用集積を促進する
	２　これまでの取組状況


平成２１年度は、岐阜県担い手育成総合支援協議会に基金を造成し、市町村段階で行われる農地の面的集積の取組み等を支援しました。(H21取組市町村:8市町村)
	３　これまでの取組に対する評価


これまでも農地の流動化を進めてきましたが、平成２１年の農地法等の改正によって、農地利用集積円滑化団体による農地の利用調整の仕組みが新たに設けられたため、当該団体の活動を支援し、農地の面的集積を一層推進することで、食料自給の基礎を受け持つ担い手の育成や耕作放棄地対策を含めた農地の有効利用を図る必要があります。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
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